
学校法人東京聖栄大学  令和元年度の財務状況  

 

 令和元年度の財務状況は、財政計画に基づき収入増、支出抑制の予算編成を

行ったが、元年度決算では事業活動収入は、前年度比 6,040 万円減の 12 億

8,260 万円となった。  

 支出については、前年度比 410 万円減の 13 億 1,360 万円となり、基本金組

入前当年度収支差額（事業活動収入 12 億 8,260 万円－事業活動支出 13 億

1,360 万円）は 3,100 万円の支出超過となり、事業活動収支差額比率はマイナ

ス 2.4％となった。  

 この基本金組入前当年度収支差額から基本金組入額 1 億 50 万円を控除した

当年度収支差額は、1 億 3,150 万円の支出超過となった。  

 

財務比率  

平成 27 年度から令和元年度までの 5 ヵ年連続事業活動収支計算書は (表 1)

のとおりで、5 ヵ年連続財務比率は、（表２）のとおりとなっている。  

 

事業活動収支差額比率は、平成 23 年度からプラスの状態を 8 年間継続して

いたが、令和元年度は、教職員が使用するパソコンの大量更改を行ったこと等

に伴い資産処分差額が多額になったこと等により、9 年ぶりのマイナス収支と

なった。  

 

資産の状況については、貸借対照表関係比率から見た財務状況は（表 2）の

とおりである。  

 この比率を全国大学平均と比較してみると、内部留保資産比率、運用資産余

裕比率及び純資産構成比率は高く、総負債比率は低いなど、全国平均の比率と

比較してほぼ良好な財政状況が保たれている。  
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令和元年度決算報告  

１．資金収支計算書  

  本年度の資金収支の決算規模は、32 億 9,910 万円となり、前年度比 6 億

4,170 万円増となった。前年度比から大きく増加しているが、有価証券の早

期償還に伴う売買 6 億 6,700 万円等の増加が主な要因である。  

前年度繰越支払資金を除く当年度の収入額は、20 億 6,450 万円であり、

これに対して当年度支出額は、21 億 2,630 万円になったので、翌年度繰越

支払資金は前年度比 6,180 万円減の 11 億 7,280 万円となった。  

 

２．事業活動収支計算書  

  当年度の事業活動収入は、教育活動収入及び教育活動外収入が減収となり、

総額では前年度比 6,040 万円減の 12 億 8,260 万円となった。  

当年度の事業活動支出は、抑制に努め、教育活動支出が 2,670 万円、教育

活動外支出が 20 万円減少したが、特別支出が 2,280 万円増加したことによ

り、総額では前年度比 410 万円減の 13 億 1,360 万円となった。  

以上の結果、元年度の基本金組入前当年度収支差額（事業活動収入 12 億

8,260 万円－事業活動支出 13 億 1,360 万円）は、3,100 万円の支出超過と

なり、事業活動収支差額比率はマイナス 2.4％となった。  

この基本金組入前当年度収支差額から基本金組入額 1 億 50 万円を控除し

た当年度収支差額は 1 億 3,150 万円の支出超過となった。  

 

以上の事業活動収支計算書に基づく財務比率は次のとおりであり、事業活動

収支差額比率は前年度を 4.3 ポイント下回り、全国平均（医歯系を除く 30 年

度）4.6％と比較すると 7.0 ポイント、下回っている。  

  

 財務比率  平成 30 年度  令和元年度  全国平均 (30 年度 ) 

人件費比率     54.2 ％     56.7 ％     53.0 ％  

人件費依存率     66.7    69.3    70.9 

事業活動収支差額比率       1.9    △  2.4     4.6 

基本金組入後収支比率     103.4    111.1    107.0 

※全国平均は大学法人（医歯系を除く）  
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３．貸借対照表  

【資産の部】  

 固定資産は、前年度末比 1,940 万円減の 86 億 220 万円である。  

有形固定資産は、減価償却額の計上に伴い前年度末比 8,110 万円減の 53 億  

6,840 万円となった。  

特定資産は、わたなべ幼稚園園舎改築に向けて、一昨年度から 10 年間、第  

2 号基本金引当特定資産 1,000 万円及び減価償却引当特定資産 2,000 万円を繰

入しており、前年度末比 3,020 万円増の 5 億 3,020 万円となった。  

その他の固定資産は、有価証券 1 億 6,960 万円の増額並びに定期預金 1 億  

3,000 万円の減額により、前年度末比 3,160 万円増の 27 億 360 万円となった。  

 流動資産は、前年度末比 6,500 万円減の 11 億 8,050 万円で、そのうち現金  

預金は 6,180 万円減の 11 億 7,280 万円となった。  

 資産の部合計は、97 億 8,260 万円で、前年度末比 8,440 万円の減少となっ

た。  

 

【負債の部】  

 固定負債は、長期借入金の計画返済などにより 1,000 万円減の 3 億 6,320 万

円、流動負債は前受金及び未払金等の減少により 4,340 万円減の 5 億 1,400 万

円となり、負債の部合計は 5,330 万円減の 8 億 7,720 万円となった。  

 

【純資産の部】  

 基本金は、1 号基本金が 9,050 万円増の 94 億 4,570 万円、2 号基本金は当

期組入れた 1,000 万円増の 3,000 万円、4 号基本金は昨年度と同額の 8,800 万

円で合計額は 95 億 6,370 万円となった。  

 翌年度繰越収支差額は、支出超過額が 1 億 3,150 万円増加したので、支出

超過額が 6 億 5,820 万円となり、純資産の部合計は 3,110 万円減の 89 億 540

万円となった。  

 

４．財産目録  

 資産は、基本財産が 54 億 5,910 万円であり、うち有形固定資産は 53 億

6,840 万円、特定資産は 3,000 万円、その他の固定資産は 6,080 万円である。

運用財産は 40 億 710 万円、収益事業用財産は 3 億 2,450 万円となっている。

資産の部合計は前年度末比 8,290 万円減の 97 億 9,070 万円である。  

 負債は、固定負債が 3 億 6,320 万円、流動負債 5 億 1,400 万円、収益事業

用負債 650 万円で、負債の部合計は 8 億 8,370 万円である。  

 資産の部合計から負債の部合計を差し引いた正味財産は 89 億 700 万円とな

り、前年度末より 3,090 万円減少した。  

 

                            以 上  
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全国平均

金　額 構成比率 金　額 構成比率 金　額 構成比率 金　額 構成比率 金　額 構成比率 医歯系を除く

（教育活動収支・収入の部） 千円 % 千円 % 千円 % 千円 % 千円 % %

学生納付金 1,117,494 79.8 1,114,035 80.3 1,094,484 76.0 1,088,310 81.0 1,047,364 81.7 73.3

手数料 22,666 1.6 20,280 1.5 20,328 1.4 21,066 1.6 17,727 1.4 2.7

寄付金 3,730 0.3 6,374 0.5 8,153 0.6 6,794 0.5 6,877 0.5 1.4

経常費等補助金 144,752 10.3 141,674 10.2 164,104 11.4 154,877 11.5 147,242 11.5 11.9

付随事業収入 10,605 0.8 11,814 0.9 11,658 0.8 11,189 0.8 9,140 0.7 3.9

雑収入 37,279 2.7 15,371 1.1 91,646 6.4 19,210 1.4 14,162 1.1 3.2

教育活動収入計 1,336,526 95.5 1,309,548 94.4 1,390,373 96.6 1,301,446 96.9 1,242,512 96.9 96.3

（教育活動収支・支出の部）

人件費 718,956 51.4 724,760 52.2 837,000 58.2 725,369 54.0 725,771 56.6 52.0

教育研究経費 469,796 33.6 464,868 33.5 458,985 31.9 467,644 34.8 441,040 34.4 32.8

管理経費 107,821 7.7 115,042 8.3 122,802 8.5 110,772 8.2 112,248 8.8 8.6

徴収不能額等 4,060 0.3 667 0.0 0 0.0 2,583 0.2 660 0.1 0.1

教育活動支出計 1,300,633 92.9 1,305,337 94.1 1,418,787 98.6 1,306,368 97.3 1,279,719 99.8 93.4

（教育活動外収支・収入の部）

受取利息・配当金 53,127 3.8 55,053 4.0 43,374 3.0 34,729 2.6 33,885 2.6 1.5

その他の教育活動外収入 3,200 0.2 2,700 0.2 2,500 0.2 3,000 0.2 3,000 0.2 0.2

教育活動外収入計 56,327 4.0 57,753 4.2 45,874 3.2 37,729 2.8 36,885 2.9 1.7

（教育活動外収支・支出の部）

借入金等利息 2,199 0.2 1,980 0.1 1,760 0.1 1,540 0.1 1,320 0.1 0.2

その他の教育活動外支出 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0

教育活動外支出計 2,199 0.2 1,980 0.1 1,760 0.1 1,540 0.1 1,320 0.1 0.2

（特別収支・収入の部）

資産売却差額 0 0.0 0 0.0 0 0.0 931 0.1 694 0.1 0.6

その他の特別収入 7,117 0.5 20,076 1.4 2,968 0.2 2,907 0.2 2,497 0.2 1.4

特別収入計 7,117 0.5 20,076 1.4 2,968 0.2 3,838 0.3 3,191 0.2 2.0

（特別収支・支出の部）

資産処分差額 2,065 0.1 455 0.0 14,751 1.0 9,801 0.7 32,606 2.5 1.5

その他の特別支出 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.2

特別支出計 2,065 0.1 455 0.0 14,751 1.0 9,801 0.7 32,606 2.5 1.8

基本金組入前当年度収支差額 95,073 6.8 79,605 5.7 3,917 0.3 25,304 1.9 △ 31,057 △ 2.4 4.6

基本金組入額合計 △ 47,239 △ 3.4 △ 145,910 △ 10.5 △ 71,138 △ 4.9 △ 68,223 △ 5.1 △ 100,492 △ 7.8 △ 10.8

当年度収支差額 47,834 3.4 △ 66,305 △ 4.8 △ 67,221 △ 4.7 △ 42,919 △ 3.2 △ 131,549 △ 10.3 △ 6.2

前年度繰越収支差額 △ 440,081 △ 31.4 △ 392,247 △ 28.3 △ 416,553 △ 28.9 △ 483,773 △ 36.0 △ 526,692 △ 41.1 △ 73.3

基本金取崩額 0 0.0 42,000 3.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2.5
翌年度繰越収支差額 △ 392,247 △ 28.0 △ 416,552 △ 30.0 △ 483,774 △ 33.6 △ 526,692 △ 39.2 △ 658,241 △ 51.3 △ 77.1

※全国平均は日本私立学校振興・共済事業団「今日の私学財政」大学法人（医歯系を除く）30年度

令和元年度平成３０年度平成２９年度

5ヵ年連続事業活動収支計算書(令和元年度）

平成２７年度 平成２８年度
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（表　２）

５ヵ年連続財務比率

固 定 資 産 固 定 資 産
構 成 比 率 総 資 産
有 形 固 定 資 産 有 形 固 定 資 産
構 成 比 率 総 資 産
特 定 資 産 特 定 資 産
構 成 比 率 総 資 産
流 動 資 産 流 動 資 産
構 成 比 率 総 資 産
固 定 負 債 固 定 負 債
構 成 比 率 総 負 債 ＋ 純 資 産
流 動 負 債 流 動 負 債
構 成 比 率 総 負 債 ＋ 純 資 産
内 部 留 保 運 用 資 産 － 総 負 債
資 産 比 率 総 資 産
運 用 資 産 運 用 資 産 － 外 部 負債
余 裕 比 率 経 常 支 出
純 資 産 純 資 産
構 成 比 率 総 負 債 ＋ 純 資 産
繰 越 収 支 差 額 繰 越 収 支 差 額
構 成 比 率 総 負 債 ＋ 純 資 産

固 定 資 産
純 資 産

固 定 長 期 固 定 資 産
適 合 率 純 資 産 ＋ 固 定 負 債

流 動 資 産
流 動 負 債
総 負 債
総 資 産
総 負 債
純 資 産
現 金 預 金
前 受 金

退 職 給 与 引 当 退 職 給 与 引 当 特定 資産

特定資産保有率 退 職 給 与 引 当 金
基 本 金
基 本 金 要 組 入 額
減価償却累計額(図書を除く)

減価償却資産取得価額 (図書を除く )

運 用 資 産
要 積 立 額
人 件 費
経 常 収 入
人 件 費
学 生 生 徒 等 納 付 金

教 育 研 究 教 育 研 究 経 費
経 費 比 率 経 常 収 入

管 理 経 費
経 常 収 入

借 入 金 等 借 入 金 等 利 息
利 息 比 率 経 常 収 入
事 業 活 動 収 支 基本金組入前当年度収支差額

差 額 比 率 事 業 活 動 収 入
基 本 金 組 入 後 事 業 活 動 支 出
収 支 比 率 事業活動収入－基本金組入額

学 生 生 徒 等 学 生 生 徒 等 納 付 金
納 付 金 比 率 経 常 収 入

寄 付 金
事 業 活 動 収 入
教育活動収支の寄付金
経 常 収 入
補 助 金
事 業 活 動 収 入
教育活動収支の補助金
経 常 収 入
基 本 金 組 入 額
事 業 活 動 収 入
減 価 償 却 額
経 常 支 出
経 常 収 支 差 額
経 常 収 入

教 育 活 動 収 支 教 育 活 動 収 支 差 額
差 額 比 率 教 育 活 動 収 入

※全国平均は大学法人（医歯系を除く）３０年度 △ 高い値が良い　▼ 低い値が良い　～ どちらともいえない

区　　　　　　　　　　　　分

人 件 費 依 存 率

管 理 経 費 比 率

寄 付 金 比 率

前 受 金 保 有 率

基 本 金 比 率

減 価 償 却 比 率

人 件 費 比 率

固 定 比 率

流 動 比 率

総 負 債 比 率

負 債 比 率

積 立 率

事

業

活

動

収

支

計

算

書

関

係

比

率

貸

借

対

照

表

関

係

比

率

経常補助金比率

基 本 金 組 入 率

減価償却費比率

補 助 金 比 率

59.9

13.5

95.2 95.2 95.8 98.8

11.5 11.1 10.8 13.9

3.7

5.3

32.1

3.1

91.0

▼

２９年度

57.6

３０年度

6.8

4.7 22.2

▼4.0

4.4

13.2 △

△

87.4

55.2

5.1

12.6

3.8

２８年度 元年度

87.9

54.9

5.4

12.1

3.9

85.4 85.7 86.5

58.3

14.3

56.6

4.1

4.2

14.6

２７年度

▼

26.8 28.1 29.1 25.7 △

6.2 6.1 5.9 5.45.6

31.2

△

89.7 90.0 90.3 87.8 △

2.7 2.8 2.6

▼

△ 4.0 △ 4.2 △ 4.9 △ 14.3△ 5.3

96.5

234.3 236.2 231.1 246.6 △

91.1 91.2 91.8 91.792.6

223.5

△ 6.7

96.6

92.8

229.7

△

270.3 275.7 262.5 348.7260.9

9.0

9.0

9.9

263.4

8.9

10.3 10.0 9.7 12.29.4

10.4

7.6 8.0 8.5 71.2

49.5 51.5 51.5 ～

98.8 99.0 99.1 97.399.2

53.7

99.4

55.348.0

65.1 76.5 70.9 ▼

51.6 53.0 58.3 53.054.2

66.7

56.7

69.3

▼

33.7 34.0 32.0 33.434.9

8.3

34.5

8.8

△

0.2 0.1 0.1 0.20.1

1.9

103.4

0.1

△ 2.4

111.1

～

3.4 10.5 4.9 10.85.1

14.9

0.7

11.5

7.8

14.6

0.8 1.4 0.8 2.10.7

11.5

16.0 15.9 13.6 11.8

△10.4 10.4

（単位；パーセント）

△

△

▼

△

▼

△

△

▼

▼

1.93.0

90.6

△

全国平均

86.8 ▼

12.6 △

74.8 ～81.3 81.9

▼

98.7 97.3 94.5 94.4 90.9 79.3 △

経常寄付金比率 0.3 0.5 0.6 0.5 0.5 1.4 △

96.5 105.3 104.9 107.0

▼

6.8 5.7

64.3

△

経常収支差額比率 6.5 4.4 1.1 2.3 △ 0.1 4.5 △

2.7 0.3 △ 2.0 △ 0.4 △ 3.0 3.0

11.6 11.5 12.2

0.3 4.6

7.7 8.4 8.6 8.8

76.280.2 81.5

10.3 10.8 11.4

11.4
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